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止
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期
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直
し

完
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そ
の
他

見直し額

人事給与管理事業 ○ S21 67 4 ○ 15,274 0 0 15,274 ○ ○ ○ △ 366

授業名人活用事業 ○ H19 6 1 ○ 1,000 0 0 1,000 ○ ○ ○ ○ △ 1,000

教材研究支援事業 ○ H21 4 1 ○ 733 0 0 733 ○ ○ ○ 0

教員指導力向上奨励事業 ○ H24 1 1 ○ 6,400 0 6,400 0 ○ 0

教育研究所管理費（関係団体負担金） ○ S25 63 4 ○ 88 0 0 88 ○ ○ △ 10

5 4 1 0 11 5 0 23,495 0 6,400 17,095 1 1 2 0 0 0 1 0 0 2 0 0 0 0 1 0 0 2 0 2 0 1 0 0 0 △ 1,376

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

平成２４年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）学校教育政策課

会計区分

課・室名

平成
２４年度
予算額

 財源内訳

一般会計

成果指標1結果分類活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

福井新々元気宣言
における位置付け



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

4 □ ■ S21 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 67 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

41,959 35,371 15,546 15,278

41,959 42,158 17,426 17,399

41,959 42,158 17,426 17,399

1,135 1,120 1,226 1,197

718 723 796 705

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

区　　　　　　分

活動

事業効果

指標

成果

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

企業会計

拡　　充

その他特定財源

一　般　財　源

予　算　額　（単位：千円）

平成24年度予算額

15,274

1,231教員採用試験受験者数

14,927

　教職員をはじめとする学校内のあらゆる職員（県立学校事務職員を除く。）の採用、異動関
係、給与関係の管理は、必要不可欠である。

国　　　　　庫

決 算 額 の 推 移

の推移

永年勤続等表彰者数 643

財源内訳

教育 学校教育政策

-18.9%

 〕　／　整備目標

国　庫

会計区分 特別会計

結果分類

庁

実行予算

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

計 画 の 達 成 状 況

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

一般会計

□ □

[事業の評価]

15,274

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　教員採用試験にかかる適性検査について、従来２種類行っていた検査を１種類に見直すことと
し、事務費の縮減を図る。
　採用試験の募集方法について、従来の一括募集から校種別・教科別に変更するとともに、選考
方法も従来の筆記、個人面接に加えて集団討論を行うこととする。

休　　止

□

継　　続
評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額 △ 366

□

廃　　止

□

事業開始後の見直し状況

　平成18年度より永年勤続等教職員表彰の記念品贈呈対象者を退職者のみと
し、30年勤続者の施設招待を廃止
　平成21年度より退職者への記念品贈呈を廃止

□

■

整理統合 □

縮　　減

〕　　　＝　　　〔

終期の見直し

特　記　事　項

事業目的自体が成果指標になじまない。

□

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

そ の 他

千　円

完　　了

Ⅲ

事　業
開　始
年　度

人事給与

15,274

Ⅱ2.2%

県　単

指標

[事業目的]

公立小・中学校および県立学校教職員の人事・給与管理に関する事務ならびに争訟関係事務に要する経費

（１）教職員採用試験
（２）教職員給与、旅費支給、諸手当認定事務
（３）永年勤続者等表彰
（４）教員の資質等評価委員会運営
（５）教職員人事・履歴総合管理システム維持管理
 (６) 学校の組織運営に関する調査研究事業

[予算額および指標の推移等]

２４年度 平均伸び率

-2.4%

-17.7%

-19.4%

含まれる事業数

その他

事      業      名

［事業内容］

人事給与管理事業

－１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H19 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 6 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

1,000 1,000 1,000 1,000

1,000 1,000 1,000 1,000

964 945 987 987

33 47 62 74

460 361 613 327

852 860 689 629

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

人事給与所　　属 教育 庁 学校教育政策

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 授業名人活用事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

多くの教員が任命された授業名人による公開授業を参観し、わかりやすい指導の工夫やコツを学び、今後の授業に活用していくとともに、2名の公開授業をＤＶＤに収録し、教育研究所等での研修や校内
での研修会に利用し、直接授業を参観できなかった教員にも工夫やコツを学べる機会を提供する。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け 法定受託事務

[事業目的]

子どもたちにとって分かりやすい授業を展開し、優れた実績をあげている教員を授業名人に任命し、他の教員に授業を公開し、教員の指導力向上を図る。

［事業内容］

その他 そ の 他

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,000 0.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,000

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

0.0%

決 算 額 の 推 移 -24.4%

の推移 成果 公開授業参観者数 -

活動 授業名人数 144 47.1% 授業名人として認定された累計数。平成24年度授業名人として70名を任命

Ⅲ

Ⅰ

事業効果 指標

Ⅱ0.5% ※２４年度は授業名人の認定がＨ２５．２月であったため、公開授業は実施していない。

指標 貸出件数 757 -1.9%

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 1,000

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

一　般　財　源 1,000

□

拡　　充

その他特定財源

[事業の評価]

平成22年度より作成したDVDをケーブルテレビで放送開始
平成23年度より作成したDVDをインターネット放送局でも放送開始

国　　　　　庫

財源内訳

□ □ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

縮　　減
　平成２４年度授業名人として７０名を任命した。
　ＤＶＤに収録する授業名人の授業を従来の２件から４件に増加（国語・物理（高校）、社会
（中学校）、外国語活動（小学校）、教育研究所等での研修や校内での研修会に活用させてい
く。

□ 継　　続 □

△ 1,000

□

　平成２５年度以降、引き続き授業名人を増やし、１学校１授業名人の配置となるように拡充す
る。特に、授業達人の中から、自鑽を積んだ教員を任命していく。
　ＤＶＤ作成については、高校教育課「優良授業モデル等実践事業」において、授業名人の授業
についても年間を通して収録していく。

見　直　し　額 千　円

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
整理統合 ■ 廃　　止 そ の 他

休　　止 □ 完　　了

□

－２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H21 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 4 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

5,260 491 578

5,260 491 578

4,032 491 578

326 324 325

39,000 40,300 40,027

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

教育力向上推進所　　属 教育 庁 学校教育政策

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 教材研究支援事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

　①教員が作成した教材等を各学校で適正性を確認した上、インターネット網で研究所に送信し、研究所が専用サーバにアップする。
　　アップされた教材等は、研究所のホームページからパスワードを入力することにより閲覧・利用が可能となる。
　②研究所が単独であるいは県内大学と連携・協力して開発した県独自の教材等を発信していく。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け 法定受託事務

[事業目的]

児童生徒に分かりやすい授業を行っている教員の教材等を集約・提供するシステムを構築し、教員の多忙感や負担感の解消を図る。

［事業内容］

その他 そ の 他

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 733 -15.4%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 733

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

-15.4%

決 算 額 の 推 移 -56.7%

の推移 成果 ネットワーク利用回数 43,557

活動 接続機関数 323 -0.3% 県内全学校 Ⅲ

事業効果 指標

Ⅱ3.8% 「教材研究支援システム」のアクセス数（３月１８日現在）

指標

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 733

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

一　般　財　源 733

□

拡　　充

その他特定財源

[事業の評価]

国　　　　　庫

平成21年度　専用サーバ設置

財源内訳

□ □ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

縮　　減
　質の高い教材・指導ノウハウを収集し、県内の教職員がこれを利用することにより、授業の質
も向上し、福井県全体の教育の水準が向上する。また、教職員の授業準備の負担の軽減につなが
る。 ■ 継　　続 □

□

　教職員の負担軽減のため、今後も継続していく。

見　直　し　額 千　円

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
整理統合 □ 廃　　止 そ の 他

休　　止 □ 完　　了

□

－３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ H24 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 1 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

終期の見直し

そ の 他

□ 完　　了

千　円

□ 廃　　止 □

縮　　減 □

休　　止□継　　続

教職員の自主的な研究活動、出版活動等に対して１６件の個人・グループに助成した。また、本
年度福井大学教職大学院に派遣した１３名の教員に入学金の一部を補助し、スクールリーダーと
しての研究、研修を支援した。

□拡　　充

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

教職員の研究活動等に対する助成については、募集区分や審査過程が分かりにくかったことか
ら、来年度は募集区分を設けず、学校教育政策課が募集、審査等の事務を一貫して行うなど見直
しを図り、事業を継続する。教職大学院派遣教員に対する助成も今年度同様継続する。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
□

見　直　し　額

整理統合

■

その他特定財源 6,400

[事業の評価]

成果指標について、当事業は教員の指導力・資質向上を図り、教育水準を維持・向
上させることを目的としており、定量的に成果を把握することは困難である。

財源内訳

6,400

一　般　財　源

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

の推移 成果

指標

事業効果 指標 教職大学院派遣人数 13

活動 研究等申請件数 16

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

決 算 額 の 推 移

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 7,885

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 6,400

法定受託事務

[事業目的]

教員が個人やグループで行う自主的な研究・研修活動を促進し、教員の指導力・資質向上を図る。

［事業内容］

その他 そ の 他

①個人やグループによる指導法・教材等の基礎的な研究および出版活動
②教員のグループによる授業力アップのための継続的な実践研究
③教職大学院等の大学院派遣研修教員に対する助成

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 教員指導力向上奨励事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

教育力向上推進所　　属 教育 庁 学校教育政策

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

－４－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

4 □ ■ S25 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 63 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

88 88 88 88

88 88 88 88

88 88 88 88

12 14 10 10

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

10研究協議会等開催件数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

活動

事業効果

成果

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

予　算　額　（単位：千円）

平成24年度予算額

88

区　　　　　　分

指標

計 画 の 達 成 状 況

企業会計

拡　　充

継　　続

教育 学校教育政策

0.0%

事業開始後の見直し状況

88

特別会計

結果分類

庁

実行予算

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

0.0%

-25.0%

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

一般会計

事　業
開　始
年　度

会計区分

□

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

今後とも研究協議会等に参加し、教育情報の収集を行うとともに教育研究所員の資質向上を図
る。なお、全国情報処理教育センター指導者協議会負担金については、協議会解散に伴い廃止。

□

□ 整理統合 □ 廃　　止

□

□

[事業の評価]

88

所属の

方　針

見　直　し　額

教育情報を収集するとともに教育研究所員の資質向上を図る。

□
教育研究所間相互の連携を強化し、全国や他県の教育情報を収集するうえで重要

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

財源内訳

※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

 〕　／　整備目標

■

評価に基

づく今後

の 対 応
□

縮　　減

休　　止

そ の 他

千　円

完　　了

〕　　　＝　　　〔

終期の見直し

△ 10

[事業目的]

[予算額および指標の推移等]

２４年度

決 算 額 の 推 移

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

平均伸び率

［事業内容］

指標

の推移

人事給与

特　記　事　項

88

Ⅲ-3.0%

県　単

教育研究所相互の連絡を密にし、提携して研究調査の進展を図り、教育研究調査や情報処理教育等の充実を図る。

（１）都道府県指定都市教育センター所長会負担金
（２）全国教育研究所連盟負担金
（３）東海北陸教育研究所連盟負担金
（４）全国情報処理教育センター指導者協議会負担金

教育研究所管理費（関係団体負担金） 含まれる事業数

その他

事      業      名 国　庫

－５－


